〔要　求〕
	３－（２）社会福祉協議会職員および介護労働者等の処遇改善
①　社会福祉協議会職員の賃金・労働条件を自治体職員並みに改善すること。
②　そのため、委託費、補助金等で必要な財政措置を行うこと。
③　介護報酬の引き下げにともなう賃金の引き下げは行わないこと。

④　介護職員処遇改善加算の確実な請求を行い、介護労働者の処遇改善をすること。


〔解　説〕
(１)社会福祉協議会職員は、私たち自治体職員と連携しながら、福祉分野の業務に携わる身近な仲間です。しかし、賃金・労働条件を見ると、大半は劣悪な状況に置かれているのが実態です。

社会福祉協議会職員との交流を深め、介護報酬のプラス改定・介護職員処遇改善加算により、賃金面や職場人員配置の充実をはかるとともに、慢性的なサービス残業など、職場課題の明確化・解決にむけともにたたかう体制作りが求められます。

(２)2015年度の介護報酬に関しては、総体で９年ぶりに2.27％の減額改定となり、増額される部分を除く全体の額では4.48％の大幅な減額改定となりました。さらに物価上昇分を考慮した場合には実質8.48％の引き下げとなっています。

この介護報酬引き下げにより、介護事業者はサービス提供にともなう収入が減少し、経営を維持していくために、職員の基本賃金を引き下げることが懸念されます。

(３)介護職員処遇改善加算については2011年度末で介護職員処遇改善交付金が打ち切られ、2012年度介護報酬改定で処遇改善交付金と同様の措置を講ずることを要件として事業者が人件費に充当するための加算を行うとし措置されたものです。しかし、処遇改善交付金相当分を介護報酬に円滑に移行するための例外的かつ経過的な取り扱いと位置づけられており、2014年度末までの期限が設けられていましたが、2015年度についても継続されることとなりました。また、月額１万２千円の引き上げとされています。加算の算定要件に計画や報告の提出を求めることやキャリアパス要件が盛り込まれていることから加算の届出をしないケースも発生していることから、提出をさせるための引き上げですが、事業者は加算をすることでサービス利用料が高くなるため、それにより利用者が減る恐れがあることから、加算を控えることが懸念されますが、確実な処遇改善に結びつけるため対策が必要となってきます。
